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福岡リート投資法人 統合報告書 2025

「福岡・九州の魅力ある街づくり」には、都市の成長×生活の質の向上が欠かせません。本投資法人が投資対象エリアとする福岡・九 州の特徴として、福岡市の人口増加、地理的優位性（地震リスク）、半導体関連産業の活況、物流施設のニーズ拡大などが挙げられま
す。また、福岡市内で大規模な再開発事業（天神ビッグバン・博多コネクティッド）も行われており、地域として大きなポテンシャルがあ ると考えます。

■ 確率論的地震動予測地図

※�モデル計算条件により確率ゼロのメッシュは白色表示しています。各都市の数値は2024年基準の数値を
基に、記載しています。
出典：�地震調査研究推進本部事務局（文部科学省研究開発局地震火山防災研究課）、J-SHIS （国立研究開発

法人防災科学技術研究所）、国土交通省 気象庁ウェブサイトのデータを基に、福岡リアルティにて作成
しています。

※主として鉄骨・コンクリート造建物等の保険金額1,000万円あたり、保険期間1年についての基本料率です。
出典：損害保険料率算出機構のデータを基に、福岡リアルティにて作成しています。

出典：公益財団法人九州経済調査協会の作成資料、プレスリリースを基に、福岡リアルティにて作成しています。（注）一定規模以上の全数調査のため、工業統計の数値とは異なります。
出典：経済産業省「生産動態統計年報」を基に、福岡リアルティにて作成しています。
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半導体関連（サプライチェーン含む）の
設備投資による九州地方への経済波及効果 約10兆8,000億円

その他の産業も含めると
九州地方への経済波及効果は を見込む約23兆円

熊本県への
経済波及効果

10年間での
半導体関連による
経済波及効果

約7.3兆円
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入国者数 入国者数のうち船舶観光上陸者数 2018年同月比（名）
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・2025年3月20日　福岡空港2本目の滑走路供用開始
・クルーズ船による入国者数も増加傾向韓国人観光客の減少

新型コロナウイルス流行 水際対策緩和

中国団体旅行解禁
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◎今後30年以内に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率（平均ケース・全地震） ◎2022年10月1日以降保険始期の地震保険契約
●福岡県は他のエリアに比べて相対的に少ない費用で地震保険加入が可能

◎九州における半導体生産金額と全国シェアは、ともに増加傾向

福岡市の総人口は2020年5月1日時点の推計人口で160
万名を超え、1985年以降、一貫して増加し続けています。この
総人口は、政令指定都市の中で、横浜市、大阪市、名古屋市、札
幌市に次いで5番目に多い都市になります。福岡市の今後の人
口増加については、国立社会保障・人口問題研究所によれば、
2035年まで増加傾向にあるものと推計されています。

人口増加を続ける福岡市 インバウンドの状況

半導体関連産業で活気づく九州地方

福岡・九州の地震リスク等

若者が多い福岡市
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・ 若者率 13.9%
・ 生産年齢人口比率 57.8%

・ 若者率 16.8%（1位）
・ 生産年齢人口比率 61.4%（4位）
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※2007年から2024年までの総人口は12月1日時点の数値を基に、記載しています。2025年の総人口は、
10月1日時点の数値のため、人口増加率は含みません。
出典：�福岡市公表のデータ「福岡市推計人口」及び「福岡市登録人口」を基に、株式会社福岡リアルティにて

作成しています。

■ 福岡市の総人口及び人口増加率

福岡市の人口構成については、他都市と比較して、若年人口
の割合が高いという特徴があります。下図に記載の各都市にお
いて、福岡市の若者率（都市の総人口に占める15歳から29歳
までの人口の割合をいいます）は、16.8%で第1位、生産年齢人
口比率（都市の総人口に占める15歳から64歳までの人口の割
合をいいます）は、61.4%で第4位です。

九州への外国人入国者数は、新型コロナウイルス流行前を上回り過去最高を更新しています。

九州地方は半導体関連産業において、重要な拠点となっており、今後も更なる開発が実施される見込みです。

出典：総務省統計局「国勢調査」のデータを基に、株式会社福岡リアルティにて作成しています。

出典：国土交通省九州運輸局「九州への外国人入国者数の推移について」のデータを基に、福岡リアルティにて作成しています。
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■ 全国・各主要都市の若者率及び生産年齢人口比率 （2020年）

■ 九州への外国人入国者数の推移

■ 九州における半導体生産金額と全国シェアの推移 ■ �九州地方への半導体関連（サプライチェーン含む）の�  
設備投資による経済波及効果額 （2021年～2030年の10年間）

■ 地震保険の基本料率
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外部環境  〜福岡・九州のマクロ環境〜
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■ 博多コネクティッドボーナス　

つながり・広がりが生まれる広場の創出など、賑わいの拡大に寄
与するビルに対し、容積率を最大50%加算

再開発プロジェクト

※対象エリア

西鉄福岡（天神）駅

キャナルシティ博多

櫛田神社前駅

JR博多駅

博多コネクティッド

�出典：各社プレスリリースを基に、株式会社福岡リアルティにて作成しています。

�出典：各社プレスリリースを基に、株式会社福岡リアルティにて作成しています。

■ �天神ビッグバンエリアにおける主な規制緩和（国家戦略特区）

① 航空法高さ制限の特例承認

② 容積率緩和制度（福岡市独自）
● 天神一丁目南ブロック　� 800%→1,400%（最大）
● 天神二丁目南ブロック（明治通り沿道）� 700%→1,300%（最大）
● 天神一丁目北ブロック（14番街区） � 600%→1,250%（最大）
● 天神一丁目地区北エリア　� 800%→1,400%（最大）

■ 再開発案件 ■ 再開発案件

名称 竣工時期
① 天神ビジネスセンター 2021年　9月

② 福岡大名ガーデンシティ 2023年　3月

③ ヒューリックスクエア福岡天神 2024年 12月

④ ONE FUKUOKA BLDG. 2024年 12月

⑤ 天神ブリッククロス 2025年　4月

⑥ 天神住友生命FJビジネスセンター 2025年　6月

⑦ （仮称）天神ビジネスセンター2期計画 2026年　6月（予定）

⑧ （仮称）天神1-7計画 2026年 12月（予定）

名称 竣工時期
⑨ 博多深見パークビルディング 2021年　2月

⑩ 博多イーストテラス 2022年　8月

⑪ コネクトスクエア博多 2024年　3月

⑫ 中央日土地博多駅前ビル 2025年　6月

⑬ 西日本シティビル 2026年　3月（予定）

⑭ 西日本シティ銀行本店別館、
事務本部ビル 2028年　9月（予定）

�容積率緩和制度（都心部機能更新誘導方策）の拡大

既存の容積率
緩和制度

容積率
最大

新規インセンティブ

50%
● 高質・高付加価値なビル
● テナント移転フロア提供
※博多駅周辺特有の課題解決（博多コネクティッド期間限定）

● �天神明治通り地区（渡辺通り中心より西側） 
約115m（26階）

● �天神明治通り地区（渡辺通り中心より東側） 
約76m（17階）～約100m（22階）

● �天神一丁目地区 
約80m（18階）～約96m（21階）

● �市役所付近 
約67m（15階）

天神ビッグバン

⑥
④ ⑦

①
⑤

②

⑭

⑨⑫

⑬
⑩⑪

◎2026年は大量供給により空室率は上昇するも、需要は堅調 ◎底堅い需要を背景に、賃料は上昇傾向
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2025年9月時点空室率

福岡 4.87%

（ 既存ビル
新築ビル

3.51%     ）34.06%
東京都心5区 2.68%
大阪 3.67%
名古屋 3.71%
札幌 4.05%
仙台 5.86%

■ 福岡ビジネス地区/空室率とオフィスビルの需給動向

※�空室率は、2008年から2024年まで、12月末時点の数値を基に、記載しています。2025年の空室率は、9月末時点の数値を基に、記載しています。
※�オフィスビルに関する各都市のデータについては、三鬼商事が都市ごとに定めるビジネス地区及びビルを対象としています。
※�空室消化（需要面積）は、前年12月末時点の空室面積に各年の新規供給（貸室面積）を加算し、各年12月末時点の空室面積を減算した数値を記載しています。2025年の新規供給（貸室面積）は2025年9月末時点の未確定値
であり、面積、竣工時期は変更となる可能性があります。
出典：�三鬼商事株式会社の「オフィスマーケットデータ」を基に、株式会社福岡リアルティにて作成しています。

※�福岡圏における延床面積5,000坪以上で、原則として、開発当時において複数テナント利用を前提として
企画・設計された施設（LMT）が対象となります。

出典：�シービーアールイー「福岡圏物流マーケット定期調査（2025年8月期）」を基に、株式会社福岡リアルティ�
にて作成しています。

※�福岡圏における延床面積5,000坪以上で、原則として、開発当時において複数テナント利用を前提として
企画・設計された施設（LMT）が対象となります。

出典：�シービーアールイー「福岡圏物流マーケット定期調査（2025年8月期）」を基に、株式会社福岡リアルティ�
にて作成しています。

■ 物流施設の需給バランスと空室率 ■ 賃料単価推移
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上昇傾向

◎テナント需要は前年を上回り堅調に推移

出典：�三鬼商事株式会社の「オフィスマーケットデータ」を基に、株式会社福岡リアルティにて作成して
います。
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東京都心5区
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2025年9月時点の平均賃料（1坪当たり）
福岡 12,156円（前年同月比+3.3%）
東京都心5区 21,092円（前年同月比+4.8%）

■ 福岡ビジネス地区/平均募集賃料の推移（2015年を100とした場合）

◎賃料は引き続き上昇

外部環境  〜福岡・九州のマクロ環境〜

③
⑧
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福岡リート投資法人 統合報告書 2025

重要なリスク ステークホルダーへのインパクト リスク・機会への対応

自然災害リスク
・気候変動対応

関連するマテリアリティ

・気候変動への対応
・資源の循環・効率活用
・自然災害対策

・�地震、暴風雨、洪水等の自然災害の発生や気
候変動による異常気象の激甚化によって建物
が滅失、劣化又は破損し、その価値が影響を受
ける可能性、当該不動産の不稼働による賃料
の減少

● �他のエリアと比較して相対的に少ない費用で保険加入が可能
であることを考慮した、全物件への地震保険付保

● �各物件での防災訓練の実施、非常用食料品備蓄、水害対策強
化等の取り組み、事業継続計画（BCP）の策定等のレジリエンス
（災害等への適応力）の向上

環境関連リスク
・環境負荷低減
・�土壌汚染・有害物質

関連するマテリアリティ

・�資源の循環・効率活用
・環境問題解決に向けた事業運営

・�建築物省エネ法の規制強化等の環境関連法令
の強化による物件管理費用の増加

・�保有物件の土壌や建物の建材等での有害物
質の存在による建物利用者への健康被害の発
生、損害賠償又は有害物質の除去に係る費用
負担リスク

● ��保有物件の改修機会を通して環境性能の維持・向上を図る。
環境・社会への取り組み成果の可視化と、物件競争力の向上
のため、グリーンビル認証等の取得を行う

● ��保有物件での健康・快適性の追求や環境性能の高い物件へ
の賃借需要の高まりによる空室率の低下を狙う

● �物件取得時の物的調査を徹底し、有害物質有無の確認と対策
を行った上で物件取得を行う

人材に関するリスク
・�人材の質の劣化
・人材への依存

関連するマテリアリティ

・�魅力ある職場の実現（資産運用会社）

・�株式会社福岡リアルティ（資産運用会社）の円
滑な業務遂行のための能力、経験、ノウハウ等
の人的基盤を維持できないことにより組織力
が低下するリスク

・��投資法人の執行役員及び資産運用会社の人材
に大きく依存しており、これらの人材が流出す
ることにより運営に悪影響をもたらすリスク

● ��優秀な人材の採用・育成による組織力の向上と従業員ロイヤ
リティの向上

● ��ワークライフバランスの実現による従業員のモチベーション
の向上、健康管理による業務の安定化

　

伝染病・疫病等に
関するリスク
・パンデミック

関連するマテリアリティ

・�環境問題解決に向けた事業運営
・魅力ある職場の実現（資産運用会社）
・テナントエンゲージメント向上

・�伝染病・疫病等の国内外における流行等の外
的要因により、保有物件の正常な運営、管理等
が妨げられるリスク

・�来訪者の減少等により不動産の賃貸収入が減
少し、収益等に悪影響が生じる可能性

● ��感染症対策を実施し、テナント及び消費者にとって安心できる
施設環境の整備を進める

● ��本投資法人の事業継続性の観点から資産運用会社でのサテ
ライトオフィスの設置、テレワークシステムの導入

物件の集中リスク
・�地域（福岡・九州）
・�商業施設

関連するマテリアリティ

・�福岡・九州の魅力向上や活性化に貢献

・�保有物件が福岡・九州に集中しているため、当
該地域における経済情勢の悪化による空室率
の上昇、賃料の下落等に伴う収益性悪化の可
能性

・��商業施設を主たる投資対象とすることによる、
消費者の全体的な消費傾向、小売産業の全体
動向等により、収益への悪影響が生じる可能性

● �さまざまな投資タイプの物件への投資を行うことにより、賃貸
市場のサイクルやテナント業種の分散を図ることで、ポートフ
ォリオの収益変動リスクを低減

● ��キャナルシティ博多/キャナルシティ博多・Bといった商業施設
においては、テナントの入替えや新しい体験価値の提供等を
通じて賑わいのある施設運営を行っているほか、テナントの分
散化を図ることで収益の変動リスクを低減

● ��地域全体の活性化を図り、その成長を保有物件の成長へとつ
なげる

重要なリスク ステークホルダーへのインパクト リスク・機会への対応

景気変動リスク
・空室率の上昇
・賃料の下落

関連するマテリアリティ

・�テナントエンゲージメント向上

・�不動産市況の悪化に伴う空室率の上昇、賃料
の下落による分配金の減少

・�賃借人の財務状況悪化による賃料減額リスク、
賃料不払リスク、退去リスク

● �物件特性に応じて、賃貸借契約の契約期間長期化、賃料の固
定化等を検討

● �テナント入居時の適切な入居審査、賃貸期間中の営業状況の
モニタリング、与信管理の徹底

● �賃料滞納等に対する敷金及び保証金、保証会社等による担保

● �不動産市況の悪化を優良物件取得のチャンスと捉え、情報収
集力を活かし、適切な財務運営による戦略的な投資を実行

市場関連リスク
・金利上昇
・�投資口価格変動

関連するマテリアリティ

・�ステークホルダーに対する情報開示と
対話

・�借入時の市場動向によって支払金利が上昇し、
利払額が増加するリスク

・�本投資法人の投資口価格が、投資家の需給、金
利情勢、経済情勢、不動産市況等の要因により
変動するリスク

・�投資口価格の変動により希望する時期及び条
件で投資口の追加発行ができず、予定してい
た資産を取得できないリスク

● �有利子負債の長期固定化及び返済期限分散化

● ��保守的な有利子負債コントロールや、コミットメントライン★

による、資金調達の柔軟性と機動力の確保

��●積極的なIR活動の実施
　

物件の劣化、陳腐化リスク
・�修繕費・資本的支出の増加
・�物件競争力の低下

関連するマテリアリティ

・�自然災害対策
・環境問題解決に向けた事業運営

・��物件の劣化による大規模修繕等に要する費用
の増加、多額の資本的支出等によりキャッシュ・
フローが減少する可能性

・�周辺環境の変化により物件の競争力が失われる
ことによるテナントの退去、賃料減額の可能性

● ��適切な維持管理、修繕工事、バリューアップ投資による物件競
争力の維持・向上、経済的耐用年数の延長

● �不動産市場の動向、資本市場環境等の把握を基に、物件の性
能、競争力、将来的な収益性の観点から戦略的に物件保有を
継続する意義が薄れた場合又は売却が投資主の利益になる
と判断された場合は物件の入替えを検討

法規制リスク
・新たな法規制
・税制の変更

関連するマテリアリティ

・�コンプライアンス/リスクマネジメント

・�法令・規制等の新設、改廃により、保有物件に関
する権利が制限されたり、管理費用等が増加し
たりする可能性

・��税制改正により、公租公課の負担が増加する可
能性

● ��株式会社福岡リアルティが加盟する団体、税理士法人や法律
事務所等から情報提供を受けるとともに、外部研修へ参加し
て情報を入手し、早い段階から影響を軽減できるよう対応を
とる

　

IT関連リスク
・情報漏洩

関連するマテリアリティ

・�コンプライアンス/リスクマネジメント

・�サイバーセキュリティ強化の遅れによる個人情
報、機密情報の漏洩リスク

● �ソフトウェアやアプリケーションの2要素認証の導入、サイバ
ーセキュリティ及び情報管理に関する研修の実施等により、個
人情報、機密情報の管理態勢を強化する

● ��保有物件において、先進的な技術の取り入れにより、物件の
差別化が可能に

コンプライアンスリスク
・�組織の法令違反
・利益相反取引★

関連するマテリアリティ

・�コンプライアンス/リスクマネジメント

・�株式会社福岡リアルティ（資産運用会社）が、法
令上又は契約上負っている善良な管理者とし
ての注意義務（善管注意義務）、本投資法人の
ために忠実に職務を遂行する業務（忠実義務）
等に違反した場合、本投資法人の存続及び収
益等に悪影響を及ぼす可能性

・��スポンサーとの取引における利益相反取引の
問題が発生する可能性

● ��コンプライアンス評価委員会での審議、監査等により、法令違
反、利益相反取引等を防止する

● ��定期的なコンプライアンス研修の実施により、従業員のコン
プライアンス意識の向上を図る

本投資法人は、サステナブルな成長を果たすために、本投資法人やステークホルダーにとっての影響を見極めながら、重要性
の高いリスクを抽出し、それらのリスクとリスクに伴う機会に対応しています。

● リスクへの対応　● 機会への対応 ● リスクへの対応　● 機会への対応

>>  P.38

>>  P.28

>>  P.39

>>  P.40

>>  P.44-45>>  P.12-13

コミットメントライン
企業が予め銀行と取り決めた範囲で、所定の審査を経ずに随時融資を受けられ
る上限枠を指す。コミットとは約束を意味する契約のこと。企業にとっては経営
状況によらず安定的な運転資金を確保できるメリットがある。

利益相反取引
一般的には、ある行為により、一方の利益になると同時に、他方への不利益にな
る行為のこと。J-REITでは、投資主利益と投資法人及び資産運用会社のスポン
サー利益との相反を指すことが多い。

用語

>>  P.43

リスクと機会
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福岡リート投資法人 統合報告書 2025

投資部では不動産業の特徴である地域性（ローカル性）に鑑

み、その地域に精通した上で優良不動産に投資を行い、中長期

的に安定した収益を創造することをミッションに掲げています。

そのためには地元ならではの情報収集力、マーケット感覚、強固

なネットワーク等を最大限活かすことが重要と考えています。

一方、投資用不動産の取得機会は、建設費の高騰や金利上昇

が懸念され、引き続き優良な物件の取得が厳しい環境にありま

す。このような状況下で、私達は単に既存の枠組みにとどまるこ

となく、より機動的で、時代の変化に即した投資戦略の構築が

不可欠であると考えています。

市場環境の変化を見据え、迅速かつ柔軟に対応することで、

アセットタイプの多様化を推進し、継続的な資産取得や譲渡を

通じたポートフォリオの戦略的入替えを実現します。これによ

り、着実な資産規模の拡大を図るとともに、既存の枠組みにと

どまらず、SPC（特別目的会社）の活用をはじめとする機動的な

資金戦略を導入し、長期的な視点で新たな可能性の開拓に積

極的に取り組んでまいります。また、福岡・九州という地域特性

を最大限に活かし、地域経済の発展に資する新たな領域への挑

戦にも注力しています。たとえば、工場や工業団地など地域の

基盤となる設備投資のリサーチを進め、将来の投資用不動産取

得を視野に入れた継続的な活動を展開しています。この過程に

おいて単なる物件の「取得」にとどまらず、「何のために、何を、ど

うやって取得するのか」という価値創造の本質にフォーカスする

ことで、ポートフォリオ全体の多様性と強靭性を強化し、柔軟で

持続可能な投資戦略の構築を追求しています。さらに、投資対

象の多角化に伴い、資金調達戦略の多様化を重要な施策として

掲げています。上場REITの堅実な運用を基盤としながら、従来

の枠を超えた柔軟な投資の実現を志向しています。これにより

資本効率と収益性のバランスを最適化し、投資リターンの安定

化と向上を目指してまいります。

また、環境・社会・ガバナンス（ESG）要素を投資判断に組み込

む「サステナビリティ」へのコミットメントも重要な戦略の1つで

す。現時点では、グリーンな仕様を持つ物件が価格競争力に直

結するとはいえないかもしれませんが、持続可能な社会への貢

献は、長期的な企業価値向上に不可欠です。将来的な市場の要

請を見据え、環境配慮型物件への投資や既存物件の環境性能

向上を推進し、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

われわれは、変化を恐れず、常に最適な投資戦略を追求し、未来

を拓く「価値創造パートナー」でありたいと考えています。単な

る不動産投資会社にとどまらず、地域社会の発展に貢献し、投

資家の皆様に安定したリターンを提供できるよう、全社一丸と

なって邁進してまいります。

運用部は、本投資法人の資産運用会社として、九州・福岡を中

心に商業施設、オフィスビル、物流施設、住宅、ホテルなど多様

な資産で独自の戦略を展開し、変化する市場環境と地域特性を

踏まえ、中長期的な不動産価値向上と投資主価値の最大化を

目指しています。

保有物件の中には築年数が経過し、大規模な設備更新が必

要なものもあるため、当社は今後10年間の工事計画を策定し、

特に直近3年間については具体的な3カ年計画として精緻化を

進めています。キャナルシティ博多では、エレベーターやエスカ

レーターの更新、トイレ改修、共用部の照明・電気設備更新など

大規模投資を予定し、一部は既に着手済みです。これらは外部

専門家も交え、費用の平準化と効率的な実施方法を検討してい

ます。大規模投資は一時的に設備投資額が増え、分配金に影響

する可能性があるため、資金調達・配分において分配金の維持・

向上とのバランスを慎重に検討し、効率的な資金運用と安定的

な還元の両立を図っています。

商業施設では、地域特性と顧客ニーズへの対応力を強化し、

集客力向上と運用収益最大化に取り組んでいます。キャナルシ

ティ博多では、国内外からの高い集客力を活かし、SNSや海外

インフルエンサーを活用したプロモーションを強化。パークプ

レイス大分ではテレビCMやラジオ広告を活用し、木の葉モー

ル橋本ではポイントカード利用者向け販促を重視するなど、各

施設のターゲットに応じたきめ細かな販促戦略を展開していま

す。運用収益最大化の面では、売上歩合賃料の導入・見直しを

推進し、木の葉モール橋本では物価高騰を踏まえた固定賃料見

直しに加え、テナント売上に応じて賃料が増加する売上歩合を

導入し、収入の安定性と成長性を両立させています。

一方、各施設の共通課題であるテナントの人手不足に対して

は、PM会社との連携を強化し、人材提供支援サービスの検討

など、新たな取り組みを進めています。加えて、従業員休憩室の

設置や授乳スペース整備など、テナント従業員と来館者双方に

とって快適な環境づくりを行い、施設全体の魅力向上に努めて

います。

オフィスビルにおいては、福岡市内の天神エリアと博多エリ

アで再開発が進んでいます。福岡市中心部での新築ビル供給

が進む中、当社のオフィスビル物件は、立地・規模・スペックにお

いて競争優位性を有しています。また、継続的な賃料増額交渉

により、非常に順調なリーシング実績を上げています。

住居においては、福岡市内のアメックス赤坂門タワーや

ディー・ウイングタワーなど築年数が17年以上経過している好

立地物件でも、入替えに伴い、適切なリノベーションや設備更新

を組み合わせることで賃料増額を実現しています。ディー・ウイ

ングタワーでは、賃料増額率30%超を達成するなど、物件の適

正な価値評価と改修投資による収益力向上を図っています。

ホテルに関しては、福岡の成長性とインバウンド需要拡大を

背景に、今後のポートフォリオ拡張における重要な選択肢として

検討中です。運用中のティサージホテル那覇では、市場環境の

変化や競争激化といった課題はあるものの、九州全体に広がる

豊かな観光資源に着目し、更なる展開可能性を模索しています。

ポートフォリオ全体の健全性維持、テナントとの関係強化、サ

ステナビリティへの取り組みはいずれも、中長期的な不動産価

値向上と投資主価値最大化のための重要な柱です。当社は、限

られた人員の中で効率性と実行可能性を追求し、市場とお客様

ニーズに合わせた柔軟な運用戦略を展開することで、持続的な

成長の実現を目指しています。

投資戦略 運用戦略

株式会社福岡リアルティ
執行役員 投資部長

株式会社福岡リアルティ
運用部長

神野 英哉 藤田 尊文

投資部 運用部

概　要

所 在 地 長崎県長崎市筑後町
4番1号

建 築 時 期 2011年1月

取 得 価 格 13.3億円

鑑定評価額 14.3億円

延 床 面 積 3,361.59㎡

敷 地 面 積 675.02㎡

構 造 鉄筋コンクリート造
陸屋根13階建

テナント数
全84戸
 �1Kタイプ36戸、    �
2DKタイプ12戸、�
2LDKタイプ36戸

概　要

所 在 地 長崎県長崎市金屋町
9番26号

建 築 時 期 2008年1月

取 得 価 格 8.8億円

鑑定評価額 9.7億円

延 床 面 積 2,371.02㎡

敷 地 面 積 478.60㎡

構 造 鉄筋コンクリート造
陸屋根13階建

テナント数
全72戸
 �1Kタイプ36戸、  �
2DKタイプ36戸�

■ アーバス筑後町 ■ アーバス金屋町

SPCへの匿名組合出資を実施

2025年10月、再開発で活気づく長崎市中心部に、利便性の

高い賃貸マンション2物件の匿名組合出資持分を取得しました。
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成長戦略
福岡リート投資法人 統合報告書 2025

資本市場との対話を通じて円滑に資金を調達し、効率的に運

用していくことが、われわれ財務部に課せられた重要な使命で

あると感じています。金利上昇など外部環境の変化が著しい昨

今、より一層、盤石な財務体制の構築と戦略的な資金活用が求

められています。当社の財務戦略は、大きく分けて以下の3つの

柱で構成されます。

●安定的な資金調達基盤の構築

●戦略的な資金配分（キャッシュアロケーション）

●継続的なIR活動

これらの柱を通じて、本投資法人の持続的な成長と投資主価

値の最大化を目指してまいります。財務戦略の根幹は、まずは

安定した資金調達基盤を確立することにあります。

現状のLTV（有利子負債比率）は巡航とする35％から45%の

水準を下回る数値で推移しており、財務健全性を確保していま

す。財務の健全性は、金融機関からの信用力を高め、将来的な

資金調達の自由度を確保する上で非常に重要です。我々にとっ

て、金利上昇局面では、将来の調達コストの上昇は避けられな

い課題です。現在の平均調達コストは0.8%前後ですが、現在の

借入を全てリファイナンスすると仮定した場合、１.5%から1.6％

程度に上昇すると試算しています。この試算より少しでも下回

るように注力することが重要です。

長期的な視点では、将来の資産規模の拡大に伴い有利子負

債も大きくなることから、返済期限の分散や固定比率のコント

ロールに加えて、調達手段の多様化を検討していきます。足許

では金融機関からの借入が大半ですが、社債の発行を含めた

多様な調達手段を活用することで、資金調達の安定性を一層高

めることが可能だと考えています。さらに調達した資金をいか

に効率的かつ戦略的に配分していくかは、投資主価値の向上に

直結する重要な要素だと考えています。

また、本投資法人のキャッシュ・フローの源泉は、主に減価償

却費と物件売却代金です。これらを分配金、借入金の返済や自

財務戦略

株式会社福岡リアルティ
取締役 財務部 人事・DX部管掌

 兼 財務部長

綾部 博之

財務部
己投資口取得といった財務戦略（資本還元）、CAPEX（設備投

資）や物件取得（物件入替）といった投資戦略（再投資）などの選

択肢の中から検討し、中長期的な投資主価値の向上に資する施

策に優先的に配分を行うことが重要だと考えています。

そのような考え方のもと、2025年４月には、市場環境やNAV

倍率（PBR）の水準を総合的に判断し、自己投資口の取得を決定

しました。本投資法人のNAV倍率が１倍を大きく下回るような

状況では、新規物件の取得と比較して自己投資口の取得の方

が効率的な利回り向上につながり、既存投資主の皆様への還元

に資すると考えています。自己投資口の取得は、市場へのメッ

セージ性も強く、投資主の皆様への責任を果たす上でも有効な

手段であると感じています。

３つ目の柱として、継続的なIR活動（投資家の皆様との対話の

強化）も欠かせません。投資家の皆様の声に真摯に耳を傾け、

当社の財務戦略や取り組みが皆様の期待と合致しているかを

常に確認するよう努めています。機関投資家、個人投資家、そし

て海外投資家のそれぞれのニーズや投資スタンスを的確に理

解し、「配当の着実な増加」と「投資口価格の過度な変動の抑制」

という重要な目標をいかに実現していくのか、IR活動を通じて

積極的に情報発信し、対話を進めてまいります。また、新NISA

などの制度を活用される個人投資家の皆様へのアプローチも

強化し、幅広い層の投資家の皆様に本投資法人の魅力を伝え

ていきたいと考えています。

サステナビリティへの取り組みに関する開示も積極的に行っ

ていきます。サステナビリティへの取り組みは、短期的な視点で

見た場合、分配金に直結しにくい面があり、投資家の皆様のご理

解を得るには詳細な説明とそのための時間を要します。しかし、

長期的な視点で見れば、環境負荷の低減や社会貢献は、物件の

競争力を高め、投資法人の企業価値向上に不可欠な要素です。

ESGに関するコストを単なる費用と捉えるのではなく、未来への

投資として捉え、古い建物を適切に維持・修繕しながら長く使い

続けるという、不動産としての本質的なサステナビリティを追求

するとともに、そのための適切な開示に努めていきます。

本投資法人を取り巻く環境は常に変化していますが、それら

を冷静に分析し、最適な財務戦略を実行し、投資主の皆様にご

安心頂けるよう、長期的に安定した分配金と、持続的な成長を

実現できるよう邁進してまいります。

度や運用の見直しを行っています。働き方の面では、フレックス

勤務やリフレッシュ休暇制度を導入し、多様なライフスタイルへ

の対応を進めています。人事評価においては、部門横断の行動

や新しい取り組みへの挑戦を積極的に評価し、組織の全体最適

と失敗を許容する文化の醸成を図っています。

DX戦略

DX戦略では、業務の効率化と標準化を土台に、デジタル技

術を活用した業務プロセス改革を推進しています。多様な物件

管理データについて、人手によるExcel中心のやり方から脱却

し、外部プラットフォームの導入を検討しています。業務プロセ

スとデータ構造の標準化を進めることで、物件情報や賃料デー

タを統合的に扱える仕組みを整え、「Open & Simple」を合言

葉に、誰もが必要な情報に容易にアクセスできる環境整備を目

指しています。

今年度は、AIや各種アプリケーションツールを導入し、業務中

断にもつながる作業負担の大きい業務の軽減に取り組んでき

ました。これにより、業務の速度と安定性を高めるとともに、限ら

れた人的リソースをより付加価値の高い業務に振り向けていま

す。DXの成功事例は社内で共有し、効果的な手法の横展開に

よって組織全体のリテラシーの底上げにつなげています。さら

に、社外事例も積極的に取り入れ、多様な選択肢の中から最適

なアプローチを探索しています。

従業員向けDX教育にも注力し、デジタルツールの活用方法

と実務への結びつきについて学ぶ機会を提供しています。日々

の業務の中で新たな課題が見つかれば、スピーディーに改善策

を検討・実行し、その結果を踏まえて柔軟に取組み方法を修正

しています。今後は、単なる効率化にとどまらず、デジタル完結

型の業務設計（電子契約システムを活用や資産運用業務のデ

ジタル化）を進めることで、場所や時間にとらわれない柔軟な働

き方を目指しています。現場主導の改善提案を奨励し、一人ひ

とりが能動的にDXに関わる文化を根付かせることで、人事戦略

とDX戦略を連動させ、エンゲージメントと生産性双方の向上を

図り、福岡リアルティの持続的成長に貢献してまいります。

人事・DX戦略

株式会社福岡リアルティ
人事・DX部長

三牧 達郎

人事・DX部

人事・DX部では、福岡リアルティの持続的成長を支える基盤

として、「人的資本経営」と「DX推進」を一体で進めています。従

業員一人ひとりの能力・経験・スキルを最大限に引き出し、その

力を会社の成長へ結びつけることを最重要の使命と位置づけ、

従業員満足度の向上と業務効率化の両立を目指しています。

人事戦略

人事制度や職場環境の改善を通じて、従業員がいきいきと活

躍できる機会を広げています。当社は従業員数50名強という

比較的小規模な組織であるからこそ、個々のニーズにきめ細か

く向き合い、柔軟かつ迅速な制度運用が可能です。この特性を

活かし、特に「採用」と「対話」を重点テーマとしています。採用段

階から対話を重視し、内定から入社までの丁寧なフォローと入

社直後の研修・面談の充実により、スムーズな立ち上がりを支

援しています。あわせて、入社2～3年目のフォローも強化し、中

長期的な定着と活躍を支える仕組みづくりを進めています。

一方で、当社の採用はキャリア採用が中心で、業界経験やス

キルに個人差があることから、ベーシックスキル研修の必要性

が課題です。当社のビジネスをしっかり理解してもらうため、部

署横断の研修プログラムを検討し、「業務スキル」「経営ノウハウ」

「財務関連」などを基礎と専門に分け、体系的に学べる仕組み

の構築を進めています。社外プログラムも活用し、年間1人あた

り約10万円超の投資を目安に、主体的なキャリア形成を後押し

しています。

また、社員エンゲージメントの向上が会社のパフォーマンス

に直結すると考え、対話やアンケートを通じて現場の声を丁寧

にすくい上げています。「何を学ぶべきか分からない」という声

には、研修体系図の整備や職位ごとの推奨研修の提示で対応し

ています。アンケート項目は「Great Place to Work」の基準

を参考に作成し、年1～2回実施し、その結果に基づき人事の制


